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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　負圧系統（１２）および分析装置（１４）に接続され且つ原子炉格納容器（２）内に開
口する試料採取管（８）を備え、該試料採取管（８）は、原子炉格納容器（２）における
雰囲気ガス内で接続され、その際、ガス側において前記試料採取管（８）に絞り装置（３
０）が前置接続され、この絞り装置により、採取された試料ガスの負圧状態が、前記試料
採取管内で維持されてなることを特徴とする原子力設備の原子炉格納容器（２）における
雰囲気から試料を採取するための試料採取装置。
【請求項２】
　試料採取管（８）が内径１５ｍｍまでの細管として形成されていることを特徴とする請
求項１に記載の試料採取装置。
【請求項３】
　絞り装置（３０）が０．０５～２ｍｍの自由貫流断面を有していることを特徴とする請
求項１又は２に記載の試料採取装置。
【請求項４】
　絞り装置（３０）にフィルタ装置（３２）が付属されていることを特徴とする請求項１
ないし３のいずれか１つに記載の試料採取装置。
【請求項５】
　分析装置（１４）が加熱可能な外側ハウジング（１６）を備えていることを特徴とする
請求項１ないし４のいずれか１つに記載の試料採取装置。
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【請求項６】
　外側熱絶縁が熱損失を１００Ｗ／ｍ2未満に制限していることを特徴とすることを特徴
とする請求項１ないし５のいずれか１つに記載の試料採取装置。
【請求項７】
　停電時の安全策としての給電装置が、バッテリ電源系および／又は別個の非常用ディー
ゼル発電装置を有していることを特徴とする請求項１ないし６のいずれか１つに記載の試
料採取装置。
【請求項８】
　制御および調整のために、プログラミング可能なデジタル制御装置が付属されているこ
とを特徴とする請求項１ないし７のいずれか１つに記載の試料採取装置。
【請求項９】
　試料採取管（８）が防護管内に敷設されていることを特徴とする請求項１ないし８のい
ずれか１つに記載の試料採取装置。
【請求項１０】
　負圧系統（１２）が原子炉格納容器（２）の外側に配置されていることを特徴とする請
求項１ないし９のいずれか１つに記載の試料採取装置。
【請求項１１】
　試料採取管（８）においてその分析装置（１４）への入口前に試料絶縁容器（５４）が
接続されていることを特徴とする請求項１ないし１０のいずれか１つに記載の試料採取装
置。
【請求項１２】
　試料絶縁容器（５４）が、前置接続されたバッファ容積の１／２～１／５の内部容積を
有していることを特徴とする請求項１１に記載の試料採取装置。
【請求項１３】
　試料採取管（８）がその原子炉格納容器（２）の外側における部位が加熱可能であるこ
とを特徴とする請求項１ないし１２のいずれか１つに記載の試料採取装置。
【請求項１４】
　分析装置（１４）が、水素、酸素、二酸化炭素、蒸気含有量、および／又は一酸化炭素
についてガス分析するために、複数の容量式ポリマセンサ又は熱伝導率検出器を有してい
ることを特徴とする請求項１ないし１３のいずれか１つに記載の試料採取装置。
【請求項１５】
　試料採取管（８）に、原子炉格納容器（２）に開口する戻し管（４０）が接続されてい
ることを特徴とする請求項１ないし１４のいずれか１つに記載の試料採取装置。
【請求項１６】
　触媒活性フィラメントおよび非触媒作用加熱フィラメントを有し、酸素濃度に依存して
水素濃度の測定を行なう触媒酸化法測定原理によって設計された複数の水素センサ（９４
）を備え、これらの水素センサ（９４）が原子炉格納容器（２）の内部に配置され、その
データ側が外部評価装置（９６）に接続され、該外部評価装置（９６）を介して共通の評
価電子装置（２６）に接続されていることを特徴とする請求項１ないし１５のいずれか１
つに記載の試料採取装置。
【請求項１７】
　原子炉格納容器（２）内における雰囲気ガスの試料を採取する際に、試料採取管（８）
が前記雰囲気ガス内で絞り装置を介して接続され、試料流入が絞られることによって、試
料採取管（８）に原子炉格納容器（２）内の圧力に比べて負圧が発生され、試料採取管（
８）への試料流入後の試料採取管（８）内の圧力が、原子炉格納容器（２）内の圧力の６
０％以下に制限されることを特徴とする原子力設備の原子炉格納容器（２）における雰囲
気から試料を採取する方法。
【請求項１８】
　負圧が、高速開放弁と減圧された戻し容器からの吸込み容積とによって、瞬時に発生す
るようにすることを特徴とする請求項１７に記載の方法。
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【請求項１９】
　試料採取後、分析装置および試料採取管の逆洗による圧力変換が実施されることを特徴
とする請求項１７又は１８に記載の方法。
【請求項２０】
　個別分析ごとの試料容積が１リットル未満に制限され、および／又は、放射能含有量が
１０10Ｂｑ未満に制限されることを特徴とする請求項１７ないし１９のいずれか１つに記
載の方法。
【請求項２１】
　試料採取箇所における蒸気分圧が数バールの場合に、分析装置において圧力を１バール
に低下することにより、測定ガスが露点を下回ることを防止することを特徴とする請求項
１７ないし２０のいずれか１つに記載の方法。
【請求項２２】
　原子炉格納容器（２）内の水素濃度に対する補助的測定値が、触媒活性フィラメントお
よび非触媒作用加熱フィラメントを有し、酸素濃度に依存して水素濃度の測定を行なう触
媒酸化法によって求められることを特徴とする請求項１７ないし２１のいずれか１つに記
載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、原子力設備の原子炉格納容器における雰囲気から試料を採取するための装置
に関する。本発明はまたそのような試料を採取する方法に関する。
【０００２】
　原子力設備においては、故障時および特に冷却材喪失を伴う故障後の事故時に、重大な
放射能放出が生じることがある。その場合、原子炉炉心を取り囲む格納容器、即ちコンテ
インメント（原子炉格納容器）の内部に特に水素ガスが形成され放出され、その場合、あ
り得る爆発性混合気の発生のために、手に負えない水素反応発生により、原子炉格納容器
の損傷が生じてしまうことがある。
【０００３】
　原子力設備の原子炉格納容器におけるそのような爆発性混合気の発生を防止するために
、必要に応じて原子炉格納容器内の雰囲気を不活性化する種々の構想が知られている。例
えば、原子炉格納容器雰囲気内に生じた水素成分を、制御して点火あるいは燃焼すること
が考えられる。その場合、混合気における水素含有量がそれ以上では手に負えない水素反
応が生じてしまう発火限度を超過する前に、その水素成分は確実に消滅される。その代わ
りに、あるいはそれに加えて、原子炉格納容器の雰囲気に例えば窒素のような不活性ガス
を制御して注入することも考えられる。これにより、原子炉格納容器内雰囲気における高
い不活性ガス含有率のために、混合気の発火が防止される。
【０００４】
　しかし、そのような事故時における必要に則した制御された処置のために、即ち、例え
ば不活性ガスの的確な注入のために、その都度、原子炉格納容器内雰囲気における実際の
状態を比較的確実に検出することが必要とされる。原子炉格納容器の内部の測定装置ある
いは分析装置により直接検出された実測定値を用いた原子炉格納容器内雰囲気およびその
成分の監視は、上述した事故時に、予期される放射線被曝および／又は雰囲気成分の化学
反応により部品および構成要素に与えられるより過酷な条件のために、十分な精度と信頼
度をもって行えない。それでも、必要な対応策の制御のための適切な基礎として、原子炉
格納容器内雰囲気の実際の状態を適切に考慮できるようにするために、いわゆる試料採取
（サンプリング）が考えられる。その場合、原子炉格納容器から試料（サンプル）とも呼
ばれる少量の原子炉格納容器内雰囲気が採取され、格納容器の外側に配置された分析・評
価所に送られる。かかる試料を採取するために適した一つの方法およびその方法を実施す
るために適した装置は、例えば独国特許出願公開第４１２６８９４号明細書で知られてい
る。
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【０００５】
　かかる公知の試料採取装置の場合、通常、原子炉格納容器の外側に配置された分析キャ
ビネットにおいて測定ガス乾燥が行われ、続いて、熱伝導率分析器により、乾燥済みガス
の水素濃度が測定される。その測定値から原子炉格納容器内における実際の水素濃度を決
定するために、原子炉格納容器雰囲気の内部における蒸気含有量による補正が実施される
。その補正は、通常、飽和条件の前提のもとで原子炉格納容器圧力と原子炉格納容器温度
で行われる。原子炉格納容器内雰囲気に存在する真の蒸気含有量および実際の水素濃度は
、恐らく存在する過熱のために、不十分な精度でしか検出できない。雰囲気内における放
射性希ガスおよび事故経過に応じて数ｋＷから数１００ｋＷの崩壊熱出力を発生するエア
ロゾル状核分裂生成物の含有率により、飽和条件から「強過熱」状態に至るまでの非常に
異なった雰囲気状態が引き起こされる。また、格納容器の異なった空間部位および高さ部
位において、構造、外壁、冷却装置などの冷却効果により、かなりの温度差が引き起こさ
れる、ことも考慮に入れねばならない。従って、実際の雰囲気温度は、飽和温度から例え
ば０℃～１００℃を超える温度に偏り、これにより、実際の蒸気分圧を確実に推論するこ
とができない。
【０００６】
　あるいはまた、触媒酸化原理で作動する水素センサを、原子炉格納容器内に直接設置す
ることもできる。そのセンサは、故障時に耐久性を有する（しかし事故時には耐久性のな
い）ケーブルにより、原子炉格納容器の外側に配置された測定電子部品（測定エレクトロ
ニクス）に接続される。しかしその場合、水素測定は、酸素含有率の低減時および特に中
期的・長期的な高い放射線被爆には、その測定装置だけでは行えない。従って、不活性条
件のもとで、水素濃度の確実な測定ができず、また、コンクリートと炉心溶融物との相互
作用時に発生される一酸化炭素に対する比較的大きな干渉性が存在する。従って、能動式
故障管理の際および対応策の的確な制御の際には、かかる系統（システム）は十分でない
。
【０００７】
　また、公知の試料採取装置において、通常、例えば水素成分あるいは酸素成分のような
単一ガス成分しか分析できず、蒸気含有量あるいは二酸化炭素含有量の直接測定による原
子炉格納容器内雰囲気の不活性状態の直接検出は実施できない。
【０００８】
　本発明の課題は、原子炉格納容器内雰囲気のガス成分に対する特に確実で正確な測定値
を得るために適した試料の供給が可能とされる、原子力設備の原子炉格納容器内の雰囲気
から試料を採取するための試料採取装置を提供することにある。また本発明は、そのよう
な試料を採取するために適した方法を提供することにある。
【０００９】
　試料採取装置に関する本発明の課題は、本発明によれば、負圧系統および分析装置に接
続され且つ原子炉格納容器内に開口する試料採取管を備え、この試料採取管の原子炉格納
容器内の雰囲気への接続時、ガス側において試料採取管に絞り装置が前置接続されている
、ことによって解決される。
【００１０】
　本発明は、原子炉格納容器内雰囲気の実際の状態を特徴づける特に正確な測定値を得る
ために、供給された試料が原子炉格納容器の内部における雰囲気条件を特に高い精度で再
現しなければならないという考えから出発している。そのために、原子炉格納容器におけ
る雰囲気の実際の組成に比べて試料組成の狂いを生じさせる影響は、徹底して回避されね
ばならない。明らかに理解できるように、事故時における実際の原子炉格納容器内雰囲気
の特性と採取された試料の特性とのそのような偏差に対する原因として、通常行われる測
定ガスの乾燥と、それに続く原子炉格納容器における蒸気含有量の影響を飽和条件の前提
のもとで考慮することが考えられる。大きな放射能・水素放出時および測定雰囲気温度を
基礎とした飽和条件を前提とした時、これは、爆発性雰囲気条件を容易に見逃がし、格納
容器の完全性を損なう不都合な対応策の開始を生じさせることになりかねない。
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【００１１】
　このような周辺条件の仮定を防止し、その代わりに、恐らく存在する過熱あるいは他の
困難な条件の場合でも原子炉格納容器における実際の雰囲気条件の直接検出を実施できる
ようにするために、雰囲気内に恐らく存在し、従って、試料採取管において試料の中にも
一緒に運ばれる含有蒸気が凝縮することを、格納容器の低温空間部位を横切る際も、従っ
て、評価のために利用される測定器に到達する前に既に、確実に防止しなければならない
。これを特に高い運転確実性で、受動式に、即ち、外からの能動式制御作用を必要とする
ことなしに保証するために、試料採取装置は、試料採取管を通しての試料の移送中に過熱
状態を維持するように設計されている。これは、採取された試料の移送中に試料採取管に
おける負圧状態の徹底した維持によって達成される。本来の試料の採取前に既に試料採取
管内に移送目的で発生された負圧が、試料採取管がその入口部位において適当に絞られる
ことにより、試料採取管における試料の移送中も維持される。
【００１２】
　試料採取管を通しての試料の移送中における所定の負圧を特に単純且つ確実に維持でき
るようにするために、試料採取管は、内径１５ｍｍまでの細管として、特に有利な実施態
様では、内径約１～５ｍｍの細管として形成されているのが好ましい。また、このような
試料採取管の形成によって、採取された試料の容積が特に小さくされ、これにより、原子
炉格納容器雰囲気内に比較的多量の放射能が放出された場合でも、試料採取のために原子
炉格納容器の外側領域に運ばれる総放射能が特に少なくされることが保証される。さらに
、このように寸法づけられた試料採取管は、試料採取管の仮想の完全破断時でも、これに
より生ずる原子炉格納容器から外界への追加的漏れがもともと設計上考えられた漏れに比
べて極くわずかでしかないので、損傷に対する特に大きな本質的安全性も有する。
【００１３】
　これにより、通常の試料採取装置において起こり得る、より大きな漏れ断面のために原
子炉保護系統への結合部を含む格納容器ブッシングの領域に設けられた前述の二重遮断装
置を一般的に省くことができる。また細管は、直径が例えば３ｍｍで壁厚が僅か０．５ｍ
ｍで既に５０バール以上の設計圧力を有し、これは、例えば５バールの格納容器設計圧力
における損傷に対する安全性を基本的に高める。また、格納容器から例えば５～１０箇所
の試料採取を仮定した場合、１０～２０個の格納容器遮断弁の節約が生ずる。これは、一
方では、顕著なコスト削減を生じさせ、他方では、ブッシングにおいても（この領域にお
ける弁の回避により）最適な試料過熱も可能とする。
【００１４】
　絞り装置は個別絞り、あるいは例えば、大きな入口直径を可能にするために、多段絞り
あるいは多孔体絞りでもよい。好適には、絞り装置は０．０５～２ｍｍ、好適には、約０
．５ｍｍの自由貫流断面を有している。このように形成された試料採取装置において、試
料採取管の上述した寸法づけと組み合わせて、試料採取直後に、試料採取管内の圧力が受
動的手段により原子炉格納容器における圧力の約５０％以下にまで低減されることが保証
される。これにより、所定のガス直接乾燥および絞りによる周囲に比べての過熱が、原子
炉格納容器の内部における試料採取管の全部位において保証される。格納容器の外壁を貫
通するブッシング部位においても、たとえ数バールの高い蒸気分圧でも例えば５０～８０
℃の加熱が（特に低温ヒートエレメントによる補助的加熱によって）容易に達成できるの
で、かなり良好な条件が生じ、従って、例えばコンクリートに対する約８０～１００℃の
臨界温度以下に確実に保つことができる。
【００１５】
　また、絞り装置にフィルタ装置が付属され、これにより、粗い粒子状汚れなどが生じた
場合でも、機能の悪化が防止される。特に粗エアロゾルの捕捉に対しても利用できるフィ
ルタ装置は、例えば焼結金属や金属繊維織物のような多孔性フィルタ材料を有している。
１０バール以上の圧力から例えば１００バールのボンベ圧力までの圧力ボンベからの圧縮
空気や窒素による補助的な瞬時の逆洗によって、場合により汚染された絞り断面の確実な
清浄が達成される。
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【００１６】
　採取された試料の確実な評価および特に一緒に運ばれてきたガス成分の比較的正確な分
析を可能にするために、試料移送管は格納容器の外側に加熱装置を備え、且つ、試料採取
管に後置接続された分析装置は、保温室の形をした加熱可能な外側ハウジングを備えてい
る。この外側ハウジングは、採取された試料の分析が約１２０℃の温度範囲で行われ、あ
るいは原子炉格納容器における高い過圧状態で１６０℃までの温度範囲で行われるように
設計されている。これにより、採取された試料の評価時も、水蒸気の凝縮が確実に防止さ
れ、これによって、原子炉格納容器内雰囲気の個々のガス成分に対する特に正確な測定値
が得られる。
【００１７】
　試料採取装置の特に高い運転安全性と機械的安定性は、試料採取管が防護管内に敷設さ
れることにより達成される。
【００１８】
　特に高い運転安全性上の理由から、原子炉格納容器の内部における能動的な構成要素の
数をできるだけ少なくするために、試料採取装置の負圧系統は、原子炉格納容器の外側に
配置されている。その負圧系統として、特に原子炉格納容器の外側に配置されたポンプ装
置、例えばダイヤフラム真空ポンプやジェットポンプが利用される。その代わりにあるい
はそれに加えて、急速真空パルスを与えるために、高速開放弁によって接続可能な真空タ
ンクが利用される。多チャネル構造の試料採取装置の場合、即ち、多数の試料採取管が並
列接続されている場合、中央ポンプ装置の代わりに、各試料採取管に対して、それぞれ別
個の負圧ポンプ、特にマイクロ真空ポンプを利用することもできる。
【００１９】
　必要な移送距離を短くするために、分析装置は、好適には、原子炉格納容器の比較的近
くに配置されている。分析装置は特に多数の吸収カラムを有し、その種々の吸収カラムに
おいて、ガス成分の分離と、それに続く吸収カラム出口における熱伝導率検出器でのガス
成分の選択的測定が行われる。その場合、故障条件下でも、例えば１リットル以下の少量
のガス容積で、貫流される吸収カラムにより水蒸気の含有量について、並びに並列接続さ
れた吸収カラムにおいて、水素、酸素、二酸化炭素および／又は一酸化炭素並びに場合に
よる希ガスの含有量について、全体ガス分析が可能である。これらの分析値から、格納容
器雰囲気の危険ポテンシャルのほかに、原子炉炉心の起こり得る損傷状態および（例えば
ＣＯ検出時）その状況についての具体的情報も得られる。その代わりに、即ち安全性を高
めるための別の測定として、保温室における熱伝導率検出器による簡単な水素濃度の検出
、あるいは、容量ポリマーによる蒸気分量の検出を、それぞれ測定ガスにおいて直接行う
ことができる。評価装置の相応した放射線や温度に敏感なマイクロプロセッサ電子部品は
、加熱された保温室の外側に別個に遮蔽して設置されている。
【００２０】
　その系統は、測定センサがそれぞれ分析実施後に不活性ガスで洗浄されるように運転さ
れ、これにより、分析器領域においても放射線被爆が連続分析に比べて著しく低減される
。系統と装置の制御は、プログラム可能なデジタル制御装置により実施され、これにより
、例えば設備における実際の構成状態に応じて、（異なった移送時間を考慮に入れて）相
応した真空パルスが現場でパラメータの変更によって適合される。１００Ｗ／ｍ2未満の
質的に高い熱絶縁によって、配管と保温室の領域における熱損失が５ｋＷ未満の連続熱出
力量に低減されるので、（停電時も）電力供給が、バッテリ電源系あるいは別個の非常用
ディーゼル発電装置を介して良好に、永続的にあるいは一時的に行われ、安全が保たれる
。
【００２１】
　採取された試料の分析装置への的確な供給を可能にするために、試料採取管に分析装置
への流入前あるいは流入時に、試料絶縁容器が接続される。この試料絶縁容器にさらにバ
ッファタンクあるいは配管バッファが前置接続され、その容積は、目的に適った実施態様
において、試料絶縁容器の容積より例えば２倍～５倍大きい。この処置によって、原子炉
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格納容器のブッシングまでの試料採取管の無損失負圧運転過程後、続く圧力発生過程にお
いて、格納容器の内部の細管におけるあり得る露点下回りにより変化した測定ガスが測定
容積（試料絶縁容器）まで移送されないことが保証される。続く乾燥用ガス例えば窒素に
よる逆洗により、次の試料採取前にその区域の乾燥が行われる。代案として、測定ガスの
圧縮をガス供給によっても行なうことができ、その場合、さらに、前置接続された容積お
よび配管における小さな寸法で生ずるピストン流によって、変化したガスの試料準備容器
への流入が防止される。
【００２２】
　採取された試料の試料採取管を通しての移送中における過熱を設計上考慮されたように
確実に維持するために、試料採取管は、その原子炉格納容器の外側における部位が加熱可
能に形成されている。これにより、原子炉格納容器の内部に能動的な構成要素を設置する
必要なしに、試料採取管の個々の部位を必要に応じて適切に加熱することによって、比較
的長い移送距離の場合でも水蒸気の凝縮が防止されることが保証される。
【００２３】
　試料採取時にあり得る外側領域に放出される放射能を特に少なくするために、他の有利
な実施態様において、試料採取管に、原子炉格納容器に開口する戻し管が接続されている
。その場合特に、採取された放射能の戻しは、コンプレッサ装置によって、および／又は
、例えば活性炭やゼオライトを基にした希ガス吸着装置の配置によって行われる。これは
、好適には、移送および真空発生が、ガスジェットにより、あるいは少なくとも一時的に
ガスボンベから取り出された圧縮ガスで運転されることによって、特に単純な手段で達成
される。
【００２４】
　上述した様式の試料を採取する方法に関する本発明の課題は、試料採取管に原子炉格納
容器内の圧力に比べて負圧が発生され、試料採取管への試料流入時、試料採取管内の圧力
が、原子炉格納容器内の圧力の約６０％以下に制限されることによって解決される。これ
は、試料採取管への試料の流入および／又は雰囲気成分の試料採取管への流入が絞られる
、ことによって保証される。
【００２５】
　上述した試料採取とそれに続く分析の構想は、達成可能な精度と信頼度に関しては、原
子炉格納容器内に実際に存在する酸素濃度と本質的に無関係に作動する。信頼度および従
って運転安全性の一層の向上は、この方法を、原子炉格納容器における水素濃度を測定す
るための酸素濃度に依存して作動するいわゆる触媒酸化法と組み合わせることによって達
成される。
【００２６】
　この場合、好適には、原子炉格納容器における数箇所で補助的に、種々の冗長的様式で
触媒酸化法による水素濃度の測定が行われる。そのために利用される両方法の測定器は、
有利には、原子炉格納容器の同じ空間部位に配置され、これにより、起こり得る事故経過
の特に早い段階で、両方法から供給される測定値の相互比較によって、燃料ガス濃度、酸
素濃度および実際の水素濃度が比較的正確に検出できる。
【００２７】
　触媒酸化法の場合、原子炉格納容器の雰囲気内に直接据え付けられたセンサヘッドに、
触媒活性フィラメントおよび非触媒作用加熱フィラメントが収容されている。周囲雰囲気
内に水素が存在する場合、存在する酸素濃度に応じて触媒活性フィラメントにおいて酸化
が生じ、このフィラメントは原子炉格納容器の外側に配置された電子部品にケーブルを介
して接続されている。その温度上昇の結果生ずる電気抵抗変化が、ブリッジ回路によって
電気式に補償される。その補償電流は、生じた水素酸化に対する直接的な値であり、水素
測定信号あるいは燃料ガス濃度として表される。
【００２８】
　その際に得られた信号は、目的に適って追加的に、両分析方法で利用される制御・評価
装置において処理される。
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【００２９】
　熱伝導率に応じた上述した方法による測定によって得られた水素濃度は、実際の酸素濃
度と無関係に、実際の水素濃度に相当する。従って、両方法の比較により得られた水素濃
度値は、実際の水素濃度（熱伝導率）並びに、過剰酸素の存在時に追加的に触媒酸化によ
り水素濃度を冗長的に決定できる。
【００３０】
　起こり得る事故時における安全技術上重要な想定される状態において、水素濃度が比較
的高く同時に酸素濃度が減少された場合には、熱伝導原理によって最大水素濃度が検出さ
れ、センサ・触媒酸化法によって、燃料ガス濃度および追加的な酸素濃度が検出される。
【００３１】
　また、試料分析からの適当な計算回路およびセンサ／ケーブル方法の測定値との永続的
比較により得られた測定値の監視によって、水素放出率が検出され、並びに原子炉格納容
器における規定の酸素量に基づいて追加的に水素酸化率が検出され、評価される。これに
より、設備における実際の危険ポテンシャルのほかに、特に故障経過について例えば燃料
棒酸化が停止されたか否かの重要な推論もでき、これにより、相応した対応策の的確な開
始が可能となる。上述の方法は、事故後続過程中に格納容器内の酸素が反応するので、有
利に、特に早期の事故過渡段階で利用される。従って、センサ／ケーブル方法のケーブル
は、製造費および組立費に関して有利に、全セラミック・ケーブル設計とする必要はなく
、プラスチック・ケーブルとして形成されることができ、２４時間までの中期的な放射線
被爆を考慮した機能時間についての設計で十分とみなされる。事故の進展時、原子炉格納
容器における永続的な大きな放射線被爆のためにケーブル損傷が生じ、このケーブル損傷
は、同様に電子装置によって認識でき、許容され、その後は、測定のために試料採取方法
および試料分析方法しか利用されない。
【００３２】
　本発明によって得られる利点は特に、試料採取管における適当に選定された負圧の形成
と、試料の試料採取管への流入時における絞りによるその負圧の維持によって、採取箇所
から原子炉格納容器の外側に配置された分析装置までの移送中も、採取された試料の過熱
状態が徹底して維持される、ことにある。これにより、分析結果の狂いを生じさせかねな
い採取された試料の移送中における水蒸気の凝縮が防止される。従って、試料は、それが
原子炉格納容器の内部における実際状態を特に正確に再現する状態で分析される。これに
より、一般化されたデータあるいは予測値に頼る必要なしに、原子炉格納容器内雰囲気の
実際の状態についての特に確実な測定結果が得られる。これにより達成できる原子炉格納
容器内雰囲気の特に正確な実際値・検出によって、対応策の特に必要に応じた案内と制御
および従って、故障管理時でも特に安全な運転ガイドが可能とされる。
【００３３】
　また、試料採取管および他の構成要素の適切に選定された寸法によって、比較的重大な
事故時でも試料採取時に生ずる放射能の採取が特に少なくされ、これにより、外界への放
射能放出が少なくされる。１００Ｗ／ｍ2未満の質的に高い絶縁によって、配管と保温室
の領域における熱損失が５ｋＷ未満の連続熱出力量に低減され、これにより、（停電時も
）電力供給が、バッテリ電源系あるいは別個の非常用ディーゼル発電装置を介して良好に
、永続的にあるいは一時的に行われ、安全が保たれる。起こり得る事故経過の早い段階で
、永続的水素濃度測定が、原子炉格納容器内に追加的に設けられた水素センサおよび上述
した方法との良好な組合せによって、達成される。この場合、追加的に、原子炉格納容器
における数箇所で、触媒酸化原理による水素濃度の測定が行われる。この場合、センサヘ
ッドに、触媒活性フィラメントおよび非触媒作用加熱フィラメントが収容されている。周
囲雰囲気内に水素が存在する場合、触媒活性フィラメントにおいて酸化が生じ、このフィ
ラメントは原子炉格納容器の外側に配置された電子部品にケーブルを介して接続される。
その結果生ずる電気抵抗変化がブリッジ回路によって電気式に補償される。得られた信号
は、追加的に、両方法に利用される制御・評価装置で処理される。これにより、短時間で
、永続的酸素信号が発生され、その分析および熱伝導率により得られた水素測定値を利用
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して、雰囲気の酸素含有量に対する報告が得られる。
【００３４】
　得られた測定値の監視およびセンサ／ケーブル方法との比較によって、ケーブル領域に
おける極端な放射線被爆による故障時点が、追加的に監視できる。
【００３５】
　以下図を参照して本発明の実施例を詳細に説明する。なお各図において同一部分には同
一符号が付されている。
【００３６】
　図１における試料採取装置１は、原子力設備（図示せず）の原子炉格納容器２における
雰囲気から試料を採取するために設けられている。そのために、試料採取装置１は、原子
炉格納容器２の中にその外壁６をブッシング４を通して貫通して延びる複数の試料採取管
８を有している。これらの試料採取管８は、任意の１本の試料採取管８を選択して特定す
る弁装置１０を介して、負圧発生装置１２と分析装置１４に接続される。その分析装置１
４は保温室の形で加熱可能に形成された外側ハウジング１６を有し、この外側ハウジング
１６の中に、弁装置１０のほかに被覆ガス分析器１８も配置されている。例えば容量式セ
ンサとして形成されたこのガス分析器１８は、水蒸気含有量を検出するための第１測定電
子回路２０と、水素成分を検出するための（好適には熱伝導原理に応じた）第２測定器２
２と、酸素成分を検出するための第３測定器２４に接続されている。これらの測定器２０
、２２、２４は、出力側が中央評価電子装置（エレクトロニクス・ユニット）２６に接続
され、この評価電子装置２６は、統括系統制御および場合によっては種々のセンサ信号の
比較の機能をも負っている。図示されていない実施態様において、冷却器は省かれ、測定
器２２と測定器２４も保温室１６の中に配置される。
【００３７】
　試料採取装置１は、格納容器２の内部における雰囲気のガス成分を特に精密且つ確実な
測定結果を得るために設計されている。そのために、原子炉格納容器２の内室から試料を
ガス分離器１８に移送する際に一緒に運ばれて来た水蒸気の凝縮を的確に防止することが
計画され、これにより、一緒に運ばれて来た水蒸気は、後続の評価装置において定性的に
も定量的にも検出され考慮される。これを可能にするために、試料採取装置１は、試料を
過熱状態で分析装置１４のガス分離器１８に移送するように設計されている。その過熱状
態は、試料採取管８における試料の搬送時に適当に選定された負圧が形成され維持される
ことによって、受動的手段で、即ち、能動的外部作用を必要とすることなしに、形成され
維持される。そのために、試料採取管８はその原子炉格納容器２に開口する先端に、それ
ぞれ絞り装置３０が設けられている。
【００３８】
　この絞り装置３０に、閉塞を防止するために、また粗エアロゾルを捕捉するためにも、
例えば焼結金属や金属繊維織物のような多孔性フィルタ材料から成るフィルタ３２が前置
接続されている。この絞り装置３０は、それぞれの試料採取管８において原子炉格納容器
２の内室からの雰囲気の流入中も、特に原子炉格納容器圧力の約５０％より低い負圧を維
持するように的確に設計されている。これを比較的単純な手段で可能にするために、各試
料採取管８は、一方では、約３ｍｍの比較的小さな内径の細管として形成されている。他
方では、それぞれ前置接続された絞り装置３０が、適切に寸法づけられ、約０．５ｍｍの
自由貫流断面に設計されている。試料移送は、大きな負圧に基づいて、細管の中に好適に
は５ｍ／ｓ～５０ｍ／ｓの流速で行われ、これにより、短い移送時間が実現できる。
【００３９】
　さらに、試料採取管８は、その原子炉格納容器２の外壁６の外側における部位が加熱可
能に形成されている。原子炉格納容器のブッシングは低温ヒートエレメントで８０℃未満
に加熱されている。これにより、比較的長い配管案内の場合でも、採取された試料が分析
装置１４に入るまでその過熱状態が維持されることが保証される。試料と共に恐らく採取
された放射能を原子炉格納容器２の内室に戻すために、各試料採取管８は、原子炉格納容
器２内に開口する戻し管４０に接続されている。必要に応じて緩衝するために戻し管４０
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に戻し容器４２が接続されている。その戻し管４０には、負圧系統１２として利用される
真空ポンプが設けられ、これにより、その真空ポンプは、各試料採取管８を真空にする目
的に加えて、追加的に、原子炉格納容器２に戻すためにも利用できる。
【００４０】
　図２の実施例において、試料採取装置１′は、本質的にモジュール状に構成された分析
装置１４′を有している。この分析装置１４′は試料採取モジュール５０と測定モジュー
ル５２を有し、この測定モジュール５２は、保温室として形成された加熱可能な外側ハウ
ジング１６の中に配置されている。この実施例において、試料採取モジュール５０に試料
絶縁容器５４が配置され、この試料絶縁容器５４において、原子炉格納容器２の内室から
試料採取管８を介して採取された試料が一時貯えられ、直接分析され、あるいは後続の評
価のために準備、保持される。試料採取モジュール５０は、さらに場合によっては必要な
測定ゾンデ、マイクロマルチポート弁、マイクロ止め弁、高速開放真空弁、絞りおよび／
又は減圧弁を有している。
【００４１】
　負圧運転後、続く圧力発生過程中に原子炉格納容器２の内部の細管におけるあり得る露
点下回りにより変化した測定ガスが測定ガス容積に移送されないことは、試料採取管８に
おいて試料絶縁容器５４に前置接続された補助容積５５によって保証される。あるいはま
た、試料採取管８に接続された弁９０の閉鎖、ガス供給管９２からのガス供給による圧力
発生、および同じ方式に応じた補助容積５５の貫流によって、試料絶縁容器５４における
圧力発生が測定ガスの変化なしに達成される。次の試料採取の前にその区域の乾燥が、乾
燥ガス例えば窒素による逆洗によって行われる。あるいはまた、ガス供給管９２からのガ
ス供給および弁９０の閉鎖によって、測定ガスの圧縮も行なわれ、その場合、前置接続さ
れた補助容積５５および配管内におけるピストン流に基づいて、試料準備容器への変化し
た測定ガスの取入れが防止される。その補助容積５５は、特にバッファ容積としても使わ
れ、例えば試料絶縁容器５４の内部容積より２倍～５倍大きい。
【００４２】
　後置接続された測定モジュール５２に、試料注入構成要素、本来の測定にとって必要な
吸収カラム、測定器およびセンサ２０、２２、２４が存在している。測定モジュール５２
は、誘引送風機５８が接続されている排出管５６を介して、排気系統６０に接続されてい
る。
【００４３】
　試料採取装置１′にまた、特に少ない放射能放出を保証するために、戻し管４０が、特
に活性炭あるいはゼオライトを基にした希ガス吸着装置６２に接続されている。同様に図
２に示されているように、補助的に試料採取装置と組み合わせて、水素測定装置が設けら
れている。この水素測定装置は、原子炉格納容器２の内部に設けられた複数の水素センサ
９４を有し、これらの水素センサ９４はデータ側が、原子炉格納容器２の外側に配置され
た共通の評価装置９６に接続されている。ここで得られた信号は、追加的に、両方法で利
用される制御・評価用電子装置２６に導かれる。
【００４４】
　図３に、各試料採取管８に前置接続された絞り装置３０が拡大断面図で示されている。
絞り装置３０は本体７０を有し、この本体７０は適切に寸法づけられ選定されたブラケッ
ト７２を介して原子炉格納容器２の壁要素に取り付けられている。本体７０はまた試料採
取管８０の開口端に接続されている。
【００４５】
　試料採取管８への雰囲気ガスの絞られた流入を保証するために、絞り装置３０は絞り体
７４を有し、この絞り体７４は、細管として形成された試料採取管８の約３ｍｍの内径に
比べて小さな約０．５ｍｍの自由貫流断面を有している。絞り体７４の流入部位は、本質
的に円筒状に形成され粗デミスターの様式で利用される液滴あるいは固形物分離器７６に
よって取り囲まれている。その分離器７６の内部に、フィルタ装置を形成するために、焼
結金属や金属繊維織物から成るフィルタ体７８が配置されている。これらの構成要素で形
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【図面の簡単な説明】
【００４６】
【図１】試料採取装置の配管系統図。
【図２】試料採取装置の異なった実施例の配管系統図。
【図３】図１あるいは図２の試料採取装置に利用される絞り装置の断面図。
【符号の説明】
【００４７】
１、１′　　　　試料採取装置
　２　　　　　　　　原子炉格納容器
　４　　　　　　　　ブッシング
　６　　　　　　　　外壁
　８　　　　　　　　試料採取管
１０　　　　　　　　弁装置
１２　　　　　　　　負圧系統
１４、１４′　　　　分析装置
１６　　　　　　　　外側ハウジング
１８　　　　　　　　ガス分析器／試料絶縁容器内のガス分離器
２０、２２、２４　　測定器
２６　　　　　　　　評価電子装置
３０　　　　　　　　絞り装置
３２　　　　　　　　フィルタ
４０　　　　　　　　戻し管
４２　　　　　　　　戻し容器
５０　　　　　　　　試料採取モジュール
５２　　　　　　　　測定モジュール
５４　　　　　　　　試料絶縁容器
５５　　　　　　　　補助容積
５６　　　　　　　　排出管
５８　　　　　　　　誘引送風機
６０　　　　　　　　排気系統
６２　　　　　　　　希ガス吸着装置
７０　　　　　　　　本体
７２　　　　　　　　ブラケット
７４　　　　　　　　絞り体
７６　　　　　　　　液滴あるいは固形物分離器
７８　　　　　　　　フィルタ体
８０　　　　　　　　スカート
９０　　　　　　　　弁
９２　　　　　　　　ガス供給管
９４　　　　　　　　水素センサ
９６　　　　　　　　評価装置
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